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被災地からみた公共事業 

      岩手県の宮古支局に勤務して考えたこと 

講師：伊藤 智章氏（朝日新聞 論説委員、元宮古局長） 

 

 東日本大震災の特徴 

① 原発災害、②４００㌔の広域津波被害、③過疎地で不況、財政難の中の巨大災害 

 

★東北３県の沿岸被災地市町村人口／全県人口 

 岩手県 ２７万人／１３３万人  宮城県 １７０万人／２３４万人 

 福島県 ５２万人／２０２万人 

高齢化、少子化、漁業不振、主力の公共事業低迷で地域が疲弊する中での巨大災害。 

（高度成長入り口の１９５９年に起きた伊勢湾台風災害、バブル残照の１９９５年の阪神大震災と

の時代環境の違い。都市部と過疎地の違い） 

  →被災の巨大化（避難の足の遅かった高齢者）、復興の困難（戦

後復興と比べても）。 

 

★民主党政権下だったことの「不幸」、あるいは「僥倖」 

 国会空転などで、本格的な３次補正成立は秋→復興は時間が勝負な

のに。 

 公共事業縮減政策が一転、バラマキへ。 

 仮設住宅 国費１戸３００万円、土地代含まず、３年が原則。→し

かし、土地確保難、寒冷地仕様追加などで結局８００万円強。みなし

仮設も許可。次第に長期化へ。 

 三陸沿岸道（仙台～八戸）、東北沿岸道などを一転、推進へ。（道路

族ハッスル。「命の道路」キャンペーン。復興予算１９兆円の主力） 

 生コン、労働者足りない。３Ｋ仕事。３～５年で終わってしまう仕

事に過ぎない。 

 建設業協会宮古支部 ０５年４４社→１１年２５社に激減する中

での震災。 

 宮古市の予算、震災前の３倍。沿岸市町村は軒並み使い切れず。マ

ンパワー不足。 

 震災がれきの広域処理問題→なぜ３年で処理？「ゆっくり地元でや

ってくれれば」 

 

★復興町づくり 

 上からの押しつけと、住民の地域力の弱さ背景に 

 高すぎる防潮堤、カネと時間がかかりすぎる高台移転、区画整理事業など推進。 

 過去２番目の津波高に合わせた防潮堤を政府指示。巨大すぎるが、それでも今回より低く不安も

残る→結局、ハードに頼らず、リスクを引き受ける覚悟があるかどうか。そもそも町の再建を断念

すべきかもしれない。 

 →どういう町を望むか。災害前から地域ビジョン、話し合いの土壌醸成の必要性を痛感。 

 宮古市の旧田老町の場合（約８００戸被災） 



高台造成で１０５億円 ２８５戸 区仮整理（かさ上げ含む）で３０億円 ２２０戸計画 

 車で２０分の宮古市街地に空いた団地、アパートがあるが、田老町再建を断念できない。 

 大槌町、陸前高田市も同じ→ダウンサイジング日本の地方にどんな未来像を描くか。しかし強権

的に故郷放棄を迫れない。自分たちで知識を得て、選択すること。安全だけでなく、スピード、先

細りの将来像も考慮しつつ。 

 

★鉄道の皮肉 

 あまちゃんの三陸鉄道 国費復旧（宮古以北と、釜石

以南）しかし、間をつなぐＪＲ山田線は未決着。民間企

業のＪＲ東は不採算路線に投資したくない。 

では税金でやるか？ しかし、公共交通機関の使命

は？ そもそも地元住民も乗らないのに……。ＢＲＴ化

構想。 

 

★復興を食い物にしたＮＰＯ 

 岩手県山田町から業務委託を受けたＮＰＯ（旭川市）

がずさん運営で事業費を使い切り、２０１２年１２月、

緊急雇用していた被災者１３７人を解雇した。 

 ２０１１年度は４・３億円 

   １２年度は７・９億円で契約。しかし経理ずさん、

使い込み疑惑で破綻。県警捜査。 

 緊急雇用事業 リーマン後、麻生政権下で始まり、国

→県に交付した使い切り基金をもとに市町村に補助す

る。「どうせ国のカネ」という甘さがつけ込まれた。 

 

★その他 

 語り部事業 修学旅行、被災地見学などについても。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


